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業務プロセスの伝票不整合リスクの改善手法
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概要：著者らは，取引に係る業務プロセスの信頼性を，伝票の突合せ状況によって，伝票の不整合リスクの
高い業務プロセスと，低い業務プロセスとに分類するアセスメント手法を提案した．これによって，実務で
行われている業務プロセスの信頼性の判定を，専門家の知識や経験だけに依存しないで客観的に議論でき
る手法を示した．また，伝票不整合リスクの低い業務プロセスは，伝票改ざんを検知できる可能性が高い
ことから，情報セキュリティ上の内部脅威対策にも有効であることを示した．しかし，このアセスメント
手法で伝票不整合リスクが高いと判定された業務プロセスを，不整合リスクの低い業務プロセスに改善す
るのは試行錯誤によっていた．そこで，本論文では伝票不整合リスクが高いと判定された業務プロセスを，
伝票不整合リスクの低い業務プロセスに改善する手法を提案する．これにより，業務プロセスの信頼性を
判定するだけでなく，業務プロセスの改善の一手法を提示して，アセスメント手法の実用性を向上させた．
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Abstract: Business processes can be assessed by checking transaction documents for inconsistency risks and
can be classified into two categories. Inconsistency refers to a mismatch between items (product name, quan-
tity, unit price, amount price, etc.) among transaction documents. We proposed a method for the assessment
of risk inconsistency. This paper proposes a method for improving a low reliable business process to a high
reliable one. This method provides a more practicable function to design and evaluate business processes for
a company’s internal control over financial reporting and an internal security measure on the information
security.
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1. はじめに

経営者は内部統制の観点から，信頼できる業務プロセス

を構築しなければならない [1], [2], [3]．これまで，信頼で

きる業務プロセスは，主に公認会計士などの専門家の知識
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や経験に基づいて判断されることが一般的であった．

著者らは，公認会計士の会計監査における監査手法の 1

つである伝票突合せが，業務プロセスの中にあらかじめ組

み込まれていると，取引のミスや不正のリスクを事前に軽

減できる可能性が高いので，業務プロセスの信頼性を高め

ることができると判断した [4], [5]．そして，これまで，業

務プロセスの信頼性の 1つの基準を，「業務プロセス上で

発行される取引のすべての伝票が突合せされている」こと

と定めて，業務プロセスの伝票突合せモデルを構築し，伝

票突合せ不整合リスクを数理的に判定するアルゴリズムを

示して，この基準に沿った業務プロセスの信頼性をアセス

メントする手法を提案した [8], [9]．この基準を満たすこと
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図 1 業務プロセスの分類と改善

Fig. 1 Classification and improvement of business processes.

の効果は，その業務プロセス上で実行される取引の信頼性

（実在性）が高まることである．

本アセスメント手法は，業務プロセスの伝票突合せ状況

を業務プロセスダイアグラムで表記して，初期の伝票突合

せ状況を伝票突合せ行列に設定し，伝票不整合リスクをア

ルゴリズム（Floyd-Warshallアルゴリズム [6]）を使って推

移的閉包を計算し判定する手法であり，実務で使われてい

ると思われる業務プロセスに適用して，業務プロセスの信

頼性を，専門家の知識や経験による判断だけに依存しない

で，客観的に議論できることを示した [8], [9]．また，同時

に伝票不整合リスクの低い業務プロセスは，伝票改ざんを

検知できる可能性が高いことから，情報セキュリティ上の

内部脅威対策にも有効であることを示した [16]．

しかし，このアセスメント手法で伝票不整合リスクが高

い，つまり信頼性が低いと判定された業務プロセスを，不

整合リスクの低い，信頼性の高い業務プロセスへ改善する

のは試行錯誤によっていた．そこで，本論文ではいったん

設計され運用されている伝票不整合リスクの高い業務プ

ロセスに大幅な変更をしないで，業務プロセスの最後に業

務イベントを追加していくだけで，伝票不整合リスクの低

い，信頼性の高い業務プロセスに改善する手法を提案する

（図 1）．

これにより，業務プロセスの信頼性を判定するだけでな

く，業務プロセスの信頼性の改善の一手法を提示して，ア

セスメント手法の実用性をさらに向上させた．

本論文の構成は，最初に，2章で著者らがすでに提案し

ている「業務プロセスの信頼性のアセスメント手法」を，

手法で用いている業務プロセスダイアグラムと伝票不整合

リスク判定アルゴリズムと合わせて説明し，仕入業務プロ

セスに適用した例を示す．そして，3章で「業務プロセス

の信頼性の改善手法」を，改善の方針，改善の方法の順で

議論して，これらを業務プロセスの信頼性の改善の 1つの

手法として示した．さらに，4章でケーススタディとして，

2章と 3章で分けて提示した業務プロセスの信頼性のアセ

スメント手法と改善手法を一気通貫して販売業務プロセス

に適用する．最後に，5章で「関連研究」を述べ，6章で

「結論」をまとめる．

2. 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法

2.1 業務プロセスダイアグラム

業務プロセスダイアグラムは，企業の取引業務を，取引

にともなう業務イベントと，そのときに発行される伝票の

保管状況および伝票突合せをモデル化したダイアグラムで

ある．

2.1.1 業務プロセスダイアグラムの要素と表記法

業務プロセスダイアグラムは，以下の要素で構成される．

•「部門」：分担して作業を実施する主体．
•「タイムライン」：上から下へ流れる時間．
•「イベント」：決められた順序で，ある部門から他の部
門へ伝票を送受信する事象．

•「伝票（document）」：作業の指示や，実施した作業結

果を記載したドキュメント．

•「保管伝票（stored documents）」：その部門が送付，受

信した伝票．

•「部門の伝票突合せ集合（vouchered documents）」：受

信した伝票と，それまでにその部門が保管していた伝

票の組．

「部門」「イベント」「伝票」「保管伝票」「突合せ伝票」は，

以下のように記号化して定義する．

• 部門 a, b ∈ Div（Divは部門全体）

• イベント en(a, b) ∈ E（E はイベント全体）

：n番目に，部門 aから部門 bへ伝票を送受信するイ

ベント（en と省略できる）

• イベント順序 n ∈ N（N は自然数）

• 伝票 dn ∈ Doc（Doc：伝票全体）

：イベント en(a, b)で送受信する伝票

• 保管伝票 Sn（a）

：イベント en の後で伝票を受信した部門 aがこれま

でに送受信した伝票

• 部門 aの伝票突合せ集合 Vn（a）

：イベント en(–, a)で伝票 dn を受信した部門 aの保

管伝票 Sn（a）（Vn と省略できる）

業務プロセスダイアグラムの表記を，図 2 に示す．

2.1.2 業務プロセスダイアグラムの前提

ここでは，取引業務の実務を想定して，業務プロセスダ

イアグラムで表現している状況や，実務に基づく業務プロ

セスダイアグラムの仮定や前提を整理する．

取引の業務プロセスにおいて，部門の作業者は，伝票を

受信すると業務規則に従って作業を実施し，実施した作業

の報告や作業の指示として，伝票を作成し，次の部門へ送

付する．他部門から伝票を受信したとき，すでに，その取

引に関連する作業を実施していて，そのときの伝票が保管

されていると，受信した伝票と突合せするので，作業ミス
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図 2 業務プロセスダイアグラム

Fig. 2 Business process diagram.

や不正によって，取引に共通すべき伝票の項目（品名，数

量，金額など）が書き換わっていると，それを検知する．

業務プロセスダイアグラムは，取引の業務プロセスにお

いて，作業者による伝票の突合せで，作業ミスや不正によ

る虚偽取引を，伝票の不整合によって検知するのに用いる．

このように，業務プロセスダイアグラムは，作業者の作業

ミスや不正に注目しているので，伝票の送付中や保管中に

伝票は書き換わらない前提とする．つまり，同一取引の送

信伝票と受信伝票は，同一と見なす．

次に，業務プロセスのイベント順序の前提を置く．企業

内の業務は，責務の分離の原則から指示のない作業は実施

しない．そのため，業務プロセスダイアグラムにおいて，

業務プロセス開始のイベントを除いて，伝票を受信してい

ない部門がイベントを始動して伝票を送付することはでき

ないという前提とする．なお，業務イベントは，同一部門

が複数回連続して実行でき，連続して実行して間，他の部

門は業務イベントを実行できない．また，複数回連続の業

務イベントの次に業務イベントを実行できる部門は 1つだ

けとする．つまり，業務イベントは，いつも決まった順序

で決定的に実施される．

2.2 伝票不整合リスク判定アルゴリズム

ある業務プロセスが与えられたとき，業務プロセスダイ

アグラムを作成すれば，簡単な業務プロセスなら，すべて

の伝票が突合せされているか，いないかを，業務プロセス

ダイアグラムを見て，視覚的に判定できる．しかし，少し

複雑な業務プロセスでは，業務プロセスダイアグラムから，

目視で，すべての伝票が突合せされているかを，判断する

のは難しい．

なぜなら，業務プロセスダイアグラムで抽出された伝票

突合せ状況は，各部門で直接的な突合せされた伝票の集合

なので，複雑な業務プロセスで，多数の直接的な伝票突合

せ集合から，目視で同一伝票を探し出し，間接的な伝票突

合せを考慮して，すべての伝票が直接，間接に突合せされ

図 3 仕入業務プロセスダイアグラム

Fig. 3 Purchase order process diagram.

ているかを，判断するのが難しいからである（図 3）．

そこで，著者らは，業務プロセスダイアグラムで抽出し

た直接的な伝票突合せ状況を，隣接行列（伝票突合せ行列）

で表現し，これを用いて，すべての伝票が突合せされてい

るかを，数理的に判定する業務プロセスの伝票突合せ不整

合リスク判定アルゴリズムを示した [8]．

伝票突合せ不整合リスク判定アルゴリズムは，伝票突合

せに推移律が成り立つことに基づいて，伝票突合せ行列の

推移的閉包を Floyd-Warshallのアルゴリズム [6]で算出し

て，すべての伝票が突合せされているかを判定する．

2.3 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法

これまで説明してきた，業務プロセスダイアグラムと伝

票不整合リスク判定アルゴリズムを用いて，業務プロセス

の伝票不整合リスク，つまり業務プロセスの信頼性を判定

する．

業務プロセスが与えられたとき，業務プロセスダイアグ

ラムを作成して，直接的な伝票突合せ集合を求める．それ

を，初期の伝票突合せ行列に設定し，伝票不整合リスク判

定アリゴリズムを適用して，行列の推移的閉包を計算する．

その結果，行列の成分がすべて 1であるか，そうではない

か，により，業務プロセスのすべての伝票突合せされてい

て，伝票不整合リスクは低い業務プロセスか，突合せされ

ない伝票の残る，伝票不整合リスクの高い業務務プロセス

かを判定する．

これらの一連の手続を，以下に，業務プロセスの信頼性

のアセスメント手法として整理する．

業務プロセスの信頼性のアセスメント手法は，次の (1)～

(4)の手順からなる．

(1) 業務プロセスダイアグラムの作成

与えられた業務プロセスや業務手順書などから，伝票
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突合せモデルの前提や設計方法，制限に注意して，業務

プロセスダイアグラムを作成する．

業務プロセスダイアグラムから，伝票突合せ集合 Viを

抽出する．

(2) 初期値の伝票突合せ行列の設定

まず，伝票数 nから，n次正方行列 T を作り (i, j)成

分をすべて 0とする．

業務プロセスダイアグラムの伝票突合せ集合 V1,

V2, · · · , Vm ごとに，Vi の要素となっている伝票 di，dj

を含んでいれば，T の (i, j)成分に 1を設定していく．

T の対角成分 (i, i)は 1とし，1が設定されている成分

(i, j)の対称成分 (j, i)も 1を設定する．これを，初期値

の伝票突合せ行列 T 0 とする．

(3) 伝票突合せ行列の推移的閉包の算出

初期値の伝票突合せ行列 T 0 に，伝票不整合リスク判

定アルゴリズムを適用して，初期の伝票突合せ行例 T 0

の推移的閉包を求め，伝票突合せ行列 Tn とする．

なお，伝票突合せ行列の推移的閉包の算出で，直接的

な伝票突合せから間接的な伝票突合せを反映させている．

これは，本論文の伝票突合せは推移律が成立つことによ

る．すなわち，伝票 d1 と伝票 d2 が直接突合せされ，か

つ伝票 d2 と伝票 d3 が直接突合せされているとき，伝票

d2を介して，伝票 d1と伝票 d3は間接的に突合せされて

いるとする．伝票突合せ行列においては，行列の推移的

閉包を算出することで実現できる [8]．

(4) 業務プロセスの信頼性の判定

伝票突合せ行列 Tn の成分がすべて 1のとき，すべて

の伝票の突合せが行われており，伝票不整合リスクは低

い，信頼性の高い業務プロセスと判定する．

伝票突合せ行列 Tn の成分に 0があるとき，突合せさ

れていない伝票があり，伝票不整合リスクは高い，信頼

性の低い業務プロセスと判定する．

2.4 仕入業務プロセスへの適用

例として，ある仕入業務プロセスに，業務プロセスの信

頼性のアセスメント手法を適用する．この仕入業務プロセ

スは，調達部門から仕入先に，製品や材料が注文され，仕

入先が納入する製品や材料を，倉庫部門が受領し，倉庫部

門が調達部門に検収を上げると，調達部門から支払依頼が

経理部門へ送付され，経理部門はそれに基づいて仕入先に

支払を行う [4]．

この仕入業務プロセスの信頼性のアセスメントの結果

は，以下のようになる．

( 1 ) 仕入業務プロセスダイアグラム作成（図 3）

( 2 ) 初期値の伝票突合せ行列（T 0）設定（図 4）

( 3 ) 伝票突合せ行列の推移的閉包（T 8）算出（図 4）

( 4 ) 仕入業務プロセスの信頼性の判定

仕入業務プロセスの推移的閉包を算出した伝票突合せ行

（再掲）図 3 仕入業務プロセスダイアグラム

Fig. 3 Purchase order process diagram.

図 4 伝票突合せ行列 T 0，T 8

Fig. 4 Voucher matrix T 0, T 8.

列（T 8）の成分には 0が残っているので，突合せされてな

い伝票があり，業務プロセスは伝票不整合リスクが高い，

信頼性の低い業務プロセスと判定される．

3. 業務プロセスの信頼性の改善手法

前章の仕入業務プロセスは，業務プロセスの信頼性のア

セスメント手法で，信頼性の低い業務プロセスと判定され

た．実務では，伝票突合せの観点で信頼性が低いと判定さ

れた業務プロセスでも，それをふまえて，他の手段で監視

を強めるなどして業務を遂行していく場合がある．

一方，信頼性の高い業務プロセスに改善したい場合も考

えられる．これまで，信頼性が低いと判定された業務プロ

セスを，信頼性の高い業務プロセスへ改善する手法は試行

錯誤によっていた．ここでは，業務プロセス改善の方針を

定め，それに沿って業務プロセスの信頼性を改善する一手

法を提案する．

3.1 信頼性の低い業務プロセスの改善方針

業務プロセスは，通常，伝票突合せの観点から設計され

るのではなく，むしろ作業の効率や部門間の分担などを考

慮して設計されている．いったん，できあがった業務プロ

セスにイベント（業務フロー）を追加・変更するのは，実

務上，容易なことではない．その点を考慮して，業務プロ
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セスの信頼性の改善手法は，以下の方針に沿って検討する

ことにする．

〈改善方針〉

1) 業務プロセスに係る部門を増減させない．

2) 設計されているイベントは変更・削除しない．

3) 業務プロセスの最後に，イベント（業務フロー）を追

加していくことで伝票の突合せを改善する．

なお，追加イベントは作業をともなわない報告や連絡

を想定している．

3.2 信頼性の低い業務プロセスの改善方法

上記の改善方針に沿って，業務プロセスの最後にイベン

ト en+1 を追加して，伝票の突合せ状況を改善していくこ

とを検討する．

3.2.1 信頼性の低い業務プロセスの伝票行列

信頼性の高い業務プロセスは，推移的閉包を算出した伝

票突合せ行列の成分はすべて 1で，互いに突合せされた伝

票を要素とする伝票突合せ集合は 1つになる．一方，信頼

性の低い業務プロセスは，推移的閉包を算出した伝票突合

せ行列の成分に 0が残り，互いに伝票突合せされた集合は

いくつかに分かれる．

前章の仕入業務プロセスでは，推移的閉包を算出した伝

票突合せ行列（T 8）の伝票を入れ替えて，互いに突合せさ

れた伝票を見やすく整理すると，伝票突合せ集合は，以下

の 2つからなることが分かる（図 5）．

〈d1〉 : {d1, d2, d3, d5, d8}
〈d4〉 : {d4, d6, d7}

なお，互いに突合せされた伝票突合せ集合を 〈di〉と表記
する．伝票突合せは同値関係（∼）なので伝票突合せ集合
〈di〉は di を代表元とする同値類と見なせる．

業務プロセスの最後にイベント en+1 を追加して伝票突

合せ状況を改善するとは，いくつかに分かれている伝票突

合せ集合を，イベント en+1 を追加することで伝票突合せ

集合の数を減らしていくことである．

3.2.2 伝票突合せ集合を減らすイベント en+1

伝票突合せ集合の数を減らすには，異なる伝票突合せ集

合 〈di〉，〈dj〉（i �= j）に含まれるそれぞれの伝票が，追加

されるイベント en+1で送受信される伝票 dn+1と突合せさ

れるとよい．〈di〉，〈dj〉は結合されて 1つの伝票突合せ集

合 〈dn+1〉になるので伝票突合せ集合の数は減る．

di ∼ dn+1, dj ∼ dn+1 ⇒ 〈dn+1〉 = 〈di〉 ∪ 〈dj〉 ∪ dn+1

このことを，業務プロセスダイアグラムに立ち返って考

えると，伝票突合せは，伝票を受信した部門が，それまでに

部門で保管していた送受信伝票と行われるので，まず，イ

ベント en+1 の伝票 dn+1 を受信する部門X は，〈di〉，〈dj〉

図 5 伝票を入れ替えた伝票突合せ行列 T 8

Fig. 5 Change of voucher matrix T 8.

のそれぞれの伝票を保管している部門であるとよい．つ

まり，〈di〉，〈dj〉のそれぞれの伝票を保管している部門X

が，追加されるイベント en+1の伝票 dn+1を受信すると部

門 X が保管している 〈di〉，〈dj〉のそれぞれの伝票と伝票
dn+1が突合せされるので，伝票突合せ集合 〈di〉，〈dj〉は結
合されて，伝票突合せ集合の数は 1つ減ることになる（そ

のような条件を満たす受信部門が必ず存在することは次項

で証明）．

次に，追加するイベント en+1 の伝票の送信部門 Y は，

業務プロセスダイアグラムの定義から伝票を送信できる部

門で，直前に伝票を受信した部門か，または，直前に伝票

を送信した部門のいずれかに限られる．この 2つの部門の

うち，受信する部門 X と重複しないように送信する部門

Y を選べばよい．

以上を整理すると，追加するイベント en+1は，伝票 dn+1

を，直前イベント enで伝票 dnを受信した部門 Y か，また

は伝票 dnを送信した部門 Y ′から，異なる伝票突合せ集合

のそれぞれの伝票を保管している部門 X へ送信するイベ

ントである．

3.2.3 異なる伝票突合せ集合の伝票を保管している部門

の存在証明

追加するイベント en+1 の伝票 dn+1 の受信部門 X がつ

ねに存在すること，すなわち異なる伝票突合せ集合 〈di〉，
〈dj〉（i �= j）のそれぞれの伝票を保管している部門 X が

必ず存在することを証明する．

ここでは，伝票突合せ集合が 2つに分かれる場合を示す

が，3つ以上に分かれる場合も同様に証明できる．

今，2つの異なる伝票突合せ集合を以下とする．

〈d1〉 : {d1, · · · }
〈di〉 : {di, · · · } （i �= 1）

なお，あらかじめ di は，伝票突合せ集合 〈di〉の要素で
伝票番号 iが最少になるように選んでおく．

このとき，伝票 di を送信した部門 X は，伝票突合せ集

合 〈d1〉の伝票を保管している．なぜなら，業務プロセスダ
イアグラムの責務の分離の定義から，スタートの部門を除

いて指示や報告を受けていない部門は，自ら指示や報告を

することはできない．つまり，あらかじめ伝票を受信して

いない部門は伝票を送信できない．このため，伝票 diを送
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信した部門X は，あらかじめ伝票 dh（h < i）を受信して

いる．伝票 dh が伝票突合せ集合 〈di〉に含まれると伝票番
号 i（h < i）が最少になるように選んでおいたことに矛盾

するので，伝票 dh は伝票突合せ集合 〈d1〉に含まれる．
すなわち，伝票 di を送信した部門 X は，伝票突合せ集

合 〈di〉と異なる伝票突合せ集合（この場合）〈d1〉の要素と
なる伝票 dh を必ず保管している．

以上のとおり，条件を満たす部門 X は必ず存在するの

で，これに沿って部門を選ぶと，異なる伝票突合せ集合の

伝票を保管する部門を，少なくとも 1つ必ず見つけること

ができる．

3.3 業務プロセスの信頼性の改善手法

これまでの議論を整理して，信頼性が低いと判定された

業務プロセスの 1つの改善手法を示す．

業務プロセスの信頼性の改善手法は，以下の (1)～(5)の

手順からなる．

(1) 業務プロセスの伝票突合せ集合の抽出

業務プロセスの推移的閉包を算出した伝票突合せ行列

から互いに突合せされた伝票突合せ集合を抽出する．

(2) 業務プロセスダイアグラムにイベント追加

以下のようなイベントを業務プロセスダイアグラムの

最後に追加する．すなわち，追加するイベント en+1 は，

伝票 dn+1 を，直前 en に伝票 dn を受信した部門 Y か，

または伝票 dnを送信した部門 Y ′から，異なる伝票突合

せ集合の伝票を保管している部門 X へ送信するイベン

トである．

なお，追加するイベント en+1 の送信部門（部門 Yや

部門 Y ′）と受信部門（部門X）の候補が複数あるときに

は，その組合せによりイベント en+1 の候補も複数存在

する．その際は業務プロセスのイベントの意味や作業の

効率，部門間の分担などを考慮して適切に選択する．

(3) 初期値の伝票突合せ行列の設定

イベントを追加した業務プロセスダイアグラムの初期

の伝票突合せ行列を設定する．

(4) 伝票突合せ行列の推移的閉包の算出

伝票突合せ行列の推移的閉包を算出する．

(5) 業務プロセスの信頼性の判定

推移的閉包を算出した伝票突合せ行列の成分がすべて

1なら，その業務プロセスはすべての伝票が突合せされ，

伝票不整合リスクの低い，信頼性の高い業務プロセスに

改善されたので終了する．伝票突合せ行列の成分に 0が

残っていれば，(1)に戻って業務プロセスの信頼性の改

善を繰り返し実行する．

3.4 信頼性が低いと判定された仕入業務プロセスへの適用

前章で信頼性が低いと判定された仕入業務プロセス（図 3）

に，業務プロセスの信頼性の改善手法を適用する．

図 6 改善された仕入業務プロセスダイアグラム

Fig. 6 Improved purchase order process diagram.

業務プロセスの信頼性の改善手法の適用結果は，以下の

ようになる．

( 1 ) 業務プロセスの伝票突合せ集合の抽出（図 6）

伝票突合せ集合 〈d1〉 : {d1, d2, d3, d5, d8}
〈d4〉 : {d4, d6, d7}

( 2 ) 業務プロセスダイアグラムにイベント追加（図 6）

( 1 )からイベント e9 で伝票 d9 を送信する部門の候

補は，伝票 d8 の送受信部門である仕入先と経理であ

る．また伝票 d9の受信部門の候補は，伝票突合せ集合

〈d1〉，〈d4〉の両方の伝票を保管している調達と倉庫，
経理である．送受信部門が一致しないように，イベン

ト e9 の送受信部門を組み合わせると e9 の候補は以下

のイベントとなる．
送信部門 受信部門

・仕入先 ⇒ 調達

・仕入先 ⇒ 倉庫

・仕入先 ⇒ 経理

・経理 ⇒ 調達

・経理 ⇒ 倉庫
この中から，この業務プロセスを運用する実務者が

イベントの意味や作業の効率，部門間の分担などを考

慮して適切に 1つ選択する．

たとえば，ここでは仕入先から経理へ伝票 d9 を送

付するイベント e9 の意味を領収報告として業務プロ

セスダイアグムに追加する．

( 3 ) 初期値の伝票突合せ行列の設定（図 7）

( 4 ) 伝票突合せ行列の推移的閉包の算出（図 7）

( 5 ) 業務プロセスの信頼性の判定

推移的閉包を算出した伝票突合せ行列（T 9）の成分

はすべて 1なので，すべの伝票は互いに突合せされ，
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図 7 改善された業務プロセスの伝票突合せ行列 T 0，T 9

Fig. 7 Improved voucher matrix T 0, T 9.

伝票不整合リスクの低く，信頼性の高い業務プロセス

に改善された．

4. ケーススタディ

ここまで，仕入業務プロセスを例として 2章と 3章に分

けて，説明を加えながら業務プロセスの信頼性のアセスメ

ント手法と業務プロセスの信頼性の改善手法について述べ

た．本章では，今一度，仕入業務プロセスとは異なる販売

業務プロセスを例として業務プロセスの信頼性のアセスメ

ント手法とその改善手法を一気通貫で実施する．どのよう

な業務プロセスでも本手法が適用可能であることを示す．

4.1 販売業務プロセスの信頼性のアセスメント

この販売業務プロセスは，得意先から営業部門に，製品

や材料が注文され，営業部門は得意先に注文請書で注文を

確認する．確認できると営業部門は倉庫部門に出荷を指示

する．倉庫部門は得意先にその製品や材料を納品して，経

理部門に出荷したことを通知する．経理部門は得意先に請

求書を発行し，得意先が支払を行うと領収書を発行する．

この販売業務プロセスの信頼性のアセスメントの結果

は，以下のようになる．

( 1 ) 販売業務プロセスダイアグラム作成（図 8）

( 2 ) 初期値の伝票突合せ行列（T 0）設定（図 9）

( 3 ) 伝票突合せ行列の推移的閉包（T 8）算出（図 9）

( 4 ) 販売業務プロセスの信頼性の判定

販売業務プロセスの推移的閉包を算出した伝票突合せ行

列（T 8）の成分には 0が残っているので，突合せされてな

い伝票があり，業務プロセスは伝票不整合リスクが高い，

信頼性の低い業務プロセスと判定される．

4.2 販売業務プロセスの信頼性の改善

前節で信頼性が低いと判定された販売業務プロセス（図 8）

に，業務プロセスの信頼性の改善手法を適用する．

業務プロセスの信頼性の改善手法の適用結果は，以下の

ようになる．

( 1 ) 業務プロセスの伝票突合せ集合の抽出（図 10）

伝票突合せ集合 〈d1〉 : {d1, d2, d4, d5, d6, d7, d8}
〈d3〉 : {d3}

( 2 ) 業務プロセスダイアグラムにイベント追加（図 11）

( 1 )からイベント e9 で伝票 d9 を送信する部門の候

図 8 販売業務プロセスダイアグラム

Fig. 8 Sales process diagram.

図 9 伝票突合せ行列 T 0，T 8

Fig. 9 Voucher matrix T 0, T 8.

図 10 伝票を入れ替えた伝票突合せ行列 T 8

Fig. 10 Change of voucher matrix T 8.

補は，伝票 d8 の送受信部門である得意先と経理であ

る．また伝票 d9 の受信部門の候補は，伝票突合せ集

合 〈d1〉，〈d3〉の両方の伝票を保管している倉庫と営業
理である．送受信部門が一致しないように，イベント

e9 の送受信部門を組合わせると e9 の候補は以下のイ

ベントとなる．
送信部門 受信部門

・得意先 ⇒ 営業

・得意先 ⇒ 倉庫

・経理 ⇒ 営業

・経理 ⇒ 倉庫
この中から，この業務プロセスを運用する実務者が

イベントの意味や作業の効率，部門間の分担などを考

慮して適切に選択する．
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図 11 改善された販売業務プロセスダイアグラム

Fig. 11 Improved sales process diagram.

図 12 改善された業務プロセスの伝票突合せ行列 T 0，T 9

Fig. 12 Improved voucher matrix T 0, T 9.

たとえば，ここでは経理から営業へ伝票 d9 を送付

するイベント e9 の意味を支払連絡として業務プロセ

スダイアグラムに追加する．

( 3 ) 初期値の伝票突合せ行列の設定（図 12）

( 4 ) 伝票突合せ行列の推移的閉包の算出（図 12）

( 5 ) 業務プロセスの信頼性の判定

推移的閉包を算出した伝票突合せ行列（T 9）の成分

はすべて 1なので，すべの伝票は互いに突合せされ，

伝票不整合リスクの低く，信頼性の高い業務プロセス

に改善された．

5. 関連研究

信頼できる業務プロセスの構築について，内部統制実施

基準 [10]やシステム管理基準追補版 [11], [12]などで，取引

に係る業務の流れ図や業務記述書を作成してリスク分析を

行い，識別されたリスクに対して対策を実施する手順が示

されている．これに沿って，公認会計士などの専門家が，

専門家の知識や経験に基づいて信頼できる業務プロセスの

構築を支援している [1], [2], [3]が，業務プロセスの信頼性

を客観的に判定することは難しい．

また，財務報告の監査において用いられるさまざまな監

査手法には，帳簿や伝票を突合せ照合して取引の実在性を

検証する手法がある [5]．実用的で有用な手法であるが，伝

票突合せ状況をモデル化して客観的に議論はされていない．

業務プロセス研究の分野では，文献 [13]は，法律から権

利や義務を抽出する系統的なプロセスを与えており，客観

的に分析するアプローチは，本研究と一致するが対象とす

る領域が異なる．文献 [14]は，リスク管理を扱うフレーム

ワークを与えているが，一般的なリスクに対応しており業

務プロセスの議論は不十分である．文献 [15]は，内部統制

のリスクと統制の厳密な対応に関する研究であるが，伝票

に着目する本研究と立場が異なる．文献 [7]は取引にかか

わる内部統制を，実務で行われているドキュメントの突合

せに着目して議論しているが，業務プロセスの信頼性には

言及しておらず本研究と異なる．我々の手法のように，特

にすべてのドキュメントの突合せをモデル化し，業務プロ

セスのリスクを科学的，客観的に議論した例を，我々は入

手できていない．

本論文の取組みは，具体的な実務上の観点から業務手順

書や業務プロセスを科学的，客観的に分析してモデル化し，

実務的な観点から評価しているところが新しいと考える．

6. 結論

経営者には内部統制の観点から，信頼できる業務プロセ

スの構築を求められているが，従来，業務プロセスの信頼

性には客観的な基準はなく，公認会計士などの専門家の知

識や経験による主観的な判断に頼らなければならなかった．

この課題に対して，著者らは，取引の実在性に係る「業務

プロセスの信頼性」を，業務プロセスで発行されるドキュ

メント（伝票）に着目して，「伝票の突合せによる整合性」

を，業務プロセスの信頼性の 1つの基準として定式化した．

この基準に基づいてモデル化し，業務プロセスの信頼性の

1つについて，科学的，客観的なアセスメント手法を提案

し評価した [8], [9]．

本論文では，さらに，このアセスメント手法で伝票不整

合リスクが高い，信頼性が低いと判定された業務プロセス

を，伝票不整合リスクの低い，信頼性の高い業務プロセス

へ改善する手法の 1つを提案した．提案した改善手法は，

いったん設計された業務プロセスを大幅に変更しないで，

業務プロセスの最後に適切な業務イベントを追加していく

だけで，業務プロセスの信頼性の改善ができる．

本研究は，業務規則や業務プロセスに基づいて作成され

るドキュメントを分析することで，業務規則や業務プロセ

スで確保したい性質の品質評価を目指している．本論文に

おいて，業務プロセスの最後にイベントを追加することで

信頼性の低い業務プロセスを信頼性の高い業務プロセスへ

改善する手法を示したが，業務プロセスの途中にイベント

を追加して改善する手法を提案することはできてきない．
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そのため，業務プロセスの途中にイベントを追加して改善

する手法は試行錯誤によっている．今後，業務プロセスの

途中にイベントを追加して改善する手法を研究していきた

い．また，実務で使われている業務規則や業務プロセスの

設計に，適用しやすいように，アセスメントツールの整備

などをしていきたい．
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